
施策評価シート

１　施策基本情報

主管課
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まちづくりの目標指標

2022年度目標値
計画策定時

2027年度目標値
指標の説明（単位）
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柱を構成する主要事務事業

新商品・縄文関連商品開発支援
事業補助金を活用した新商品の
開発件数（件/年度）

主管課

詳
細

基本政策間連携

3

区分

商店街活性化イベント
事業補助金（特別枠）
を活用したイベント開
催件数
新商品・縄文関連商品
開発支援事業補助金
を活用した新商品開発
件数

空き店舗等活用事業
補助金を活用した新規
出店件数

0.00

0.00

新商品・縄文関連商品開発支援事業
補助金を活用した新商品開発件数
空き店舗等活用事業補助金を活用した
新規出店件数
名
称
元気なまちづくり（商業・街の活性化）

施
策
の
柱
2

まちづくりの目標指標

施
策
の
柱
1

詳
細

まちづくりの目標指標

2

累計30件

累計15件

4.00

0.00

累計10件

1

0.00
空き店舗等活用事業補助金を活
用した新規出店の件数（件/年
度）

商店街活性化イベント事業補助
金（特別枠）を活用したイベントの
開催件数（件/年度）

施策等名称 元気なまちづくり（商業・街の活性化）
体系番号 0401010302
主管課 商工課

①

現状と課題

茅野市の商業の状況は、インターネット販売の普及、大型店の出店、消費者の買物ニーズやライフスタイルの変化による
地元での購買意欲の低下等により、地元商店及び商店街の活力が損なわれつつあります。従来からある個店もイベントの
開催や顧客サービスの向上などに努めているものの、来客の減少等、厳しい経営を強いられており、後継者不足や施設の
老朽化などにより、今後空き店舗の増加が懸念される状況であります。

めざす将来像
（あるべき姿、基本的

な考え方）

個性豊かな商店、元気ある商業者、商業会等が協力し合い、街なかのにぎわいを創出するなど商業の活性化を目指しま
す。
さらに、観光業や農業など他産業との連携を深め、ちの観光まちづくり推進機構（茅野版DMO）とも連携し、市外からの誘
客を促進するとともに、産学公連携による地域一体となった街の活性化に取り組みます。

施
策
指
標

②

③

計画策定時

累計30件

指標名称

商店街活性化イベント事業補助金（特
別枠）を活用したイベント開催件数

累計15件

累計10件

4.00

3

指標の説明（単位） 計画策定時
2022年度目標値
2027年度目標値

1

基本政策間連携

6

6

5

指標の説明（単位）

主管課

2

2022年度目標値
2027年度目標値

商工課

商業会、茅野TMO、事業者等が連携し、誘客や街の活性化につながるイベント事業等を推進し、既存事業の見直しや新たな事業
の模索などより充実したサービスを提供することで市内需要の拡大を目指します。また、ちの観光まちづくり推進機構（茅野版
DMO）とも連携し、茅野ブランド商品の開発・推進等等により茅野市全体の魅力を高め、市外需要を積極的に取り込みます。
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指標の説明（単位）

商店街活性化イベント事業補助金（特別枠）を活用したイ
ベントの開催件数（件/年度）
新商品・縄文関連商品開発支援事業補助金を活用した新
商品の開発件数（件/年度）
空き店舗等活用事業補助金を活用した新規出店の件数
（件/年度）

名
称

柱を構成する主要事務事業 区分

1

3

4

2027年度目標値

基本政策間連携
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２　指標等の推移と変動要因

施策等名称 元気なまちづくり（商業・街の活性化）
体系番号 0401010302
主管課 商工課

2021年度 2022年度

指標No. 中間目標値 実績値　/　達成率（実績値÷目標値）

2020年度体系区分
成果指標名

計画策定時 2018年度 2019年度

10.00 10.00

1 累計30件 16.67 33.33 33.33 33.33 #VALUE!

施策 商店街活性化イベント事業補助金（特別枠）
を活用したイベント開催件数

4.00 5.00 10.00

累計15件 13.33 13.33 13.33 40.00 #VALUE!

施策 新商品・縄文関連商品開発支援事業補助金
を活用した新商品開発件数

0.00 2.00 2.00 2.00 6.00

2

変
動
要
因
等

2018年度
イベント開催件数は5件となり、前年度の4件と比べ、1件の増となった。前年度事業実施を辞退した1団体がH30年度は実施できたこと
によるものである。

2019年度 令和元年度は、前年度と同様のイベントが開催され、イベント開催件数は5件であった。

2020年度 新型コロナウイルス感染症により、計画していたイベントはすべて中止となり、実績は0件であった。

2021年度 新型コロナウイルス感染症により、計画していたイベントはすべて中止となり、実績は0件であった。

2022年度

累計10件 10.00 10.00 10.00 10.00 #VALUE!

施策 空き店舗等活用事業補助金を活用した新規
出店件数

0.00 1.00 1.00 1.00 1.00

3

変
動
要
因
等

2018年度
事業計画届提出事業者との連絡等を密にすること等により、新商品開発件数は1件、縄文関連商品開発件数1件となり、実績のなかっ
た前年度と比べ、それぞれ1件の増となった。

2019年度 令和元年度は、新商品・縄文関連商品開発支援事業補助金を活用した新商品開発件数は、0件であった。

2020年度 令和２年度は、新商品・縄文関連商品開発支援事業補助金を活用した新商品開発件数は、0件であった。

2021年度 令和３年度は、新商品・縄文関連商品開発支援事業補助金を活用した新商品開発件数は４件であり増となった。

2022年度

累計30件 16.67 33.33 33.33 33.33 #VALUE!

柱1 商店街活性化イベント事業補助金（特別枠）
を活用したイベント開催件数

4.00 5.00 10.00 10.00 10.00

1

変
動
要
因
等

2018年度 新規出店件数は1件となり、前年度の0件と比べ、1件の増となった。

2019年度 令和元年度は、空き店舗等活用事業補助金を活用した新規出店件数は、0件であった。

2020年度 令和２年度は、空き店舗等活用事業補助金を活用した新規出店件数は、0件であった。

2021年度 令和３年度は、空き店舗等活用事業補助金を活用した新規出店件数は、0件であった。

2022年度

累計15件 13.33 13.33 13.33 40.00 #VALUE!

柱1 新商品・縄文関連商品開発支援事業補助金
を活用した新商品開発件数

0.00 2.00 2.00 2.00 6.00

2

変
動
要
因
等

2018年度
イベント開催件数は5件となり、前年度の4件と比べ、1件の増となった。前年度事業実施を辞退した1団体がH30年度は実施できたこと
によるものである。

2019年度 令和元年度は、前年度と同様のイベントが開催され、イベント開催件数は5件であった。

2020年度 新型コロナウイルス感染症により、計画していたイベントはすべて中止となり、実績は0件であった。

2021年度 新型コロナウイルス感染症により、計画していたイベントはすべて中止となり、実績は0件であった。

2022年度

累計10件 10.00 10.00 10.00 10.00 #VALUE!

柱1 空き店舗等活用事業補助金を活用した新規
出店件数

0.00 1.00 1.00 1.00 1.00

3

変
動
要
因
等

2018年度
事業計画届提出事業者との連絡等を密にすること等により、新商品開発件数は1件、縄文関連商品開発件数1件となり、実績のなかっ
た前年度と比べ、それぞれ1件の増となった。

2019年度 新商品・縄文関連商品開発支援事業補助金を活用した新商品開発件数は、0件であった。

2020年度 令和２年度は、新商品・縄文関連商品開発支援事業補助金を活用した新商品開発件数は、0件であった。

2021年度 令和３年度は、新商品・縄文関連商品開発支援事業補助金を活用した新商品開発件数は４件であり増となった。

2022年度

変
動
要
因
等

2018年度 令和元年度は、新規出店件数は1件となり、前年度の0件と比べ、1件の増となった。

2019年度 令和元年度は、空き店舗等活用事業補助金を活用した新規出店件数は、0件であった。

2020年度 令和２年度は、空き店舗等活用事業補助金を活用した新規出店件数は、0件であった。

2021年度 令和３年度は、空き店舗等活用事業補助金を活用した新規出店件数は、0件であった。

2022年度



0.94

0.94

施策等名称 元気なまちづくり（商業・街の活性化）
体系番号 0401010302
主管課 商工課

３　評価・改革改善 （単位：円）

評
　
　
　
　
　
価

項　　目 2018年　（前年度比） 2019年　（前年度比） 2020年　（前年度比） 2021年　（前年度比） 2022年　（前年度比）

投
資
額

事業費(円)

うち一財(円)

進捗評価 おおむね順調 おおむね順調 やや遅れている やや遅れている

1.03

1.03

令和元年度は、新商品・
縄文関連商品開発支援
事業補助金を活用した
新商品開発や、空き店
舗等活用事業補助金を
活用した新規出店がな
かったため。

12,511,410

12,511,410

増減理由
（一般財源
前年度比
±10％以
上の場合
に記載）

10,610,000

10,610,000

0.85

0.85

9,960,920

9,960,920

10,269,420

10,269,420

理　由

・新型コロナウイルス感
染症によりイベントを行
えなかったが、イベント
主旨や内容について、
来年度以降の開催に向
け検討する機会となって
いる。

インターネット販売の普
及、大型店の出店、消費
者の買物ニーズやライフ
スタイルの変化による地
元での購買意欲の低下
等により、地元商店及び
商店街の活力が損なわ
れつつあり、街なかのに
ぎわいを創出するなど中
心市街地等の活性化が
必要である。

インターネット販売の普
及、ライフスタイルの変
化による地元での購買
意欲の低下や、新型コロ
ナウイルス感染症の影
響等により、地元商店及
び商店街の活力が損な
われつつあり、今後街な
かのにぎわいを創出す
るなど中心市街地等の
活性化が必要である。

・新型コロナウイルス感
染症により、消費者ニー
ズの変化を注視し、TMO
の解散を踏まえ、まちの
活性化に向けた新たな
企画や運営体制の検討
が必要である。
・新商品開発等は容易
ではなくリスクもあり、コ
ロナ禍も相まって厳しい
状況だと思われる。

新型コロナウイルス感染
症の収束が見えない中
ではあるが、コロナ禍後
には街中の賑わい創出
はもとより、商店街全体
の集客力向上、各商店
の売上向上につなげる
必要がある。コロナ禍に
対応したイベント等を実
施してもらうように、イベ
ント実施団体に働きかけ
イベントを支援していくこ
とが必要である。

１ 1

インターネット販売の普
及、ライフスタイルの変
化による地元での購買
意欲の低下や、新型コロ
ナウイルス感染症の影
響等により、地元商店及
び商店街の活力が損な
われつつあり、今後街な
かのにぎわいを創出す
るなど中心市街地等の
活性化が必要である。

総
合
評
価

主
な
取
組
内
容
や
成
果

・特別枠イベント開催件数は
5件となり、イベントの認知度
も高まってきており、中心市
街地等商店街の活性化や
街なかの賑わい創出につな
がっている。また、商工会議
所主催の新規事業も好評で
あった。
・新商品開発、縄文関連商
品開発、空き店舗等活用が
各1件となり、実績のなかっ
た前年度と比べ、それぞれ1
件の増となった。

・特別枠イベント開催件
数は5件となり、イベント
の認知度も高まってきて
おり、中心市街地等商店
街の活性化や街なかの
賑わい創出につながっ
ている。また、商工会議
所主催の事業も好評で
あった。

・新型コロナウイルス感
染症によりイベントを行
えなかったが、イベント
主旨や内容について、
来年度以降の開催に向
け検討する機会となって
いる。

課
題

・イベントの開催により、
商店街全体の集客力の
向上や各商店の売上向
上につなげる。
・投資的経費が抑えられ
る中、新商品開発等の
意欲が向上し新商品開
発の支援策となってはい
るが、新商品開発等は、
容易ではなくリスクもあ
り、開発は年によりばら
ついている。

・イベントの開催により、
商店街全体の集客力の
向上や各商店の売上向
上につなげる。
・投資的経費が抑えられ
る中、新商品開発等の
意欲が向上し新商品開
発の支援策となってはい
るが、令和元年度は、実
績がなく、新商品開発等
は、容易ではなくリスクも
あり、開発は年によりば
らついている。

・新型コロナウイルス感
染症に対する感染防止
対策や企画段階から含
めた運営方法等、状況
が日々変化していく中で
検討が必要である。
・新商品開発等は容易
ではなくリスクもあり、コ
ロナ禍も相まって厳しい
状況だと思われる。

重点化する
施策の柱

１ １ 1 1

重点
事務事業

１

社会がウィズ・コロナの
流れとなる中で、今後は
街中の賑わい創出はも
とより、商店街全体の集
客力向上、各商店の売
上向上につなげる必要
がある。また、アフターコ
ロナに対応したまちの活
性化イベント等を実施し
てもらうように、イベント
実施団体に働きかけイ
ベントを支援していくこと
が必要である。

1

改
革
・
改
善

改革・
改善内容

事業を実施することによ
り、街なかの賑わい創出
はもとより、商店街全体
の集客力の向上、各商
店の売上向上につなげ
るような知恵や工夫を引
続き検討や意識し、
DMO等との連携も考え
イベント等を実施しても
らうように各商業会、茅
野ＴＭＯ等イベント等実
施団体に働きかけること
が必要である。

事業を実施することによ
り、街なかの賑わい創出
はもとより、商店街全体
の集客力の向上、各商
店の売上向上につなげ
るような知恵や工夫を引
続き検討や意識し、
DMO等との連携も考え
イベント等を実施しても
らうように各商業会、茅
野ＴＭＯ等イベント等実
施団体に働きかけること
が必要である。

2021年5月28日 2022年5月30日

作成担当者
最終評価責任者
最終評価年月日

牛山重喜 五味利夫 宮下賢仁 宮下賢仁

五味正忠 五味正忠 五味正忠 柳沢正広

令和元年5月31日 2020年7月10日

インターネット販売の普
及、ライフスタイルの変
化による地元での購買
意欲の低下や、新型コロ
ナウイルス感染症の影
響等により、地元商店及
び商店街の活力が損な
われつつあり、今後街な
かのにぎわいを創出す
るなど中心市街地等の
活性化が必要である。

施
策
の
柱
等
の
重
点
化


